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医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 523 億円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 390 億 8 千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 132 億 2 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8552623016843(※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（浜田市の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8552623016843（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 納付金対象外経費 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

医 療 分 1,128,799,578 円 135,924,000 円 ＝ 433,720,904 円 831,002,674 円＝       

     軽減額 149,669,155 円    

     ＋681,333,519 円 → 96.00％ 709,722,415 円（一般）    

 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 

 
所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

α 

β 

B 市納付金 



- 2 - 

 

国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分・一般） 

標準保険料率 平成30年度 平成30年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 1,128,799,578 1,128,800,000 1,128,799,578 ▲422 決定通知額のとおり

保健事業費 ＋ 27,141,124 15,662,000 15,662,000 0 

直診勘定操出金 ＋ 30,264,000 30,264,000 25,781,000 ▲4,483,000 平成29年度交付実績額と同額

出産育児諸費 ＋ 10,505,250 10,506,000 10,506,000 0 県試算額のとおり

葬祭諸費 ＋ 3,120,000 3,120,000 3,120,000 0 　　〃

育児諸費 ＋ 0 0 0 0 なし

その他保険給付 ＋ 0 0 0 0 なし

条例減免に要する費用(保険料分) ＋ 5,330,000 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) ＋ 0 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 ＋ 0 9,402,000 9,402,000 0 

特定健康診査等に要する費用 ＋ 53,793,572 62,712,000 62,712,000 0 

その他基金（返済分） ＋ 0 0 0 0 なし

その他基金（積立分） ＋ 0 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 7,192,000 7,192,000 0 国保情報集約システム管理手数料・連合会負担金

共同事業拠出金（事務費拠出金） ＋ 3,000 1,000 ▲2,000 

一時借入金利子 ＋ 1,000 0 ▲1,000 

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,548,000 1,548,000 0 レセプト点検事業

加算額合計 ① 130,153,946 140,410,000 135,924,000 ▲4,486,000 

保険者支援制度（医療分） － 76,328,688 78,494,000 72,960,142 ▲5,533,858 

算定可能な特別調整交付金 － 100,096,000 101,217,000 96,734,000 ▲4,483,000 県から示された内示額－直診29年度交付実績差額

算定可能な県繰入金 － 80,206,000 81,857,000 81,857,000 0 県から示された内示額のとおり

保険者努力支援制度 － 15,648,000 15,648,000 15,648,000 0 国から示された内示額のとおり

特定健康診査等負担金 － 22,754,476 19,404,000 19,404,000 0 県試算額のとおり

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 － 23,574,354 19,826,000 19,826,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 － 7,000,000 7,000,000 7,000,000 0 出産育児一時金給付見込額の2/3

財政安定化支援事業（負担能力） － 68,052,000 68,052,000 68,052,000 0 県が示した平成29年度の繰入額

財政安定化支援事業（過剰病床） － 8,567,000 8,567,000 8,567,000 0 　　〃

財政安定化支援事業（年齢構成差） － 17,405,000 17,405,000 17,405,000 0 　　〃

一般会計繰入金（地単カット分） － 24,762,355 25,159,000 25,158,762 ▲238 平成28年度カット確定額と同額

その他に見込む交付金等収入 － 1,109,000 1,109,000 0 一部負担金＋繰越金＋加算金＋過料＋雑入＋保健事業繰入金

減算額合計 ② 444,393,873 443,738,000 433,720,904 ▲10,017,096 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 814,559,651 825,472,000 831,002,674 5,530,674 

収納率 (s) 95.87% 96.00% 96.00% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 849,650,204 859,866,667 865,627,785 5,761,118 

保険料軽減見込額（医療分） ③ 147,455,595 150,233,000 149,669,155 ▲563,845 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 667,104,056 675,239,000 681,333,519 6,094,519 

10,500人 10,604人 104人

64,308円 64,253円 ▲55円 

66,988円 66,930円 ▲58円 

703,373,958円 709,722,415円 6,348,457円 

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案後）

医療分必要保険料額（収納率勘案後）

１人あたり保険料（収納率勘案前）
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支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 75 億 2 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 31 億円】 

納付金算定基礎額 

【約 44 億 2千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

＜応能部分＞ 

0.8596411621797 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8596411621797（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

支援金分 295,941,315 円 ＝ 29,863,175 円 266,078,140 円＝    

    軽減額 47,123,066 円    

    ＋218,955,074 円 → 96.00％ 228,078,202 円（一般）    
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分・一般） 

標準保険料率 平成30年度 平成30年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 295,941,315 295,942,000 295,941,315 ▲685 決定通知額のとおり

なし ＋ 0 0 0 0 

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 ① 0 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） － 24,694,372 25,378,000 23,504,175 ▲1,873,825 

過年度の保険料収納見込額 － 6,359,000 6,359,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 24,694,372 31,737,000 29,863,175 ▲1,873,825 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 271,246,943 264,205,000 266,078,140 1,873,140 

収納率 (s) 95.80% 96.00% 96.00% 96.00% 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 283,138,771 275,213,542 277,164,729 1,951,188 

保険料軽減見込額（支援金分） ③ 46,424,000 47,296,000 47,123,066 ▲172,934 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 224,822,943 216,909,000 218,955,074 2,046,074 

10,500人 10,604人 104人

20,658円 20,648円 ▲10円 

21,519円 21,509円 ▲10円 

225,946,875円 228,078,202円 2,131,327円 

加
算
項
目

減
算
項
目

支援金分必要保険料額（収納率勘案後）

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・支援金分）

１人あたり保険料（収納率勘案後）

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案前）
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 24 億円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 9億 7千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 14 億 3千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

＜応能部分＞ 

0.8510340515067 (※) 

（46％） 

＜応益部分＞ 

1 

（54％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8510340515067（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

介 護 分 71,687,491 円 ＝ 9,545,452 円 62,142,039 円＝    

    軽減額 12,180,991 円    

    ＋49,961,048 円 → 96.00％ 52,042,759 円（一般＋退職） 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分・一般） 

標準保険料率 平成30年度 平成30年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 71,965,491 71,966,000 71,687,491 ▲278,509 一般＋退職分決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 0 0 0 0 

＋

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 なし

加算額合計 ① 0 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） － 6,527,320 6,524,000 5,761,452 ▲762,548 

過年度の保険料収納見込額 － 3,784,000 3,784,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 6,527,320 10,308,000 9,545,452 ▲762,548 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 65,438,171 61,658,000 62,142,039 484,039 

収納率 (s) 96.07% 96.00% 96.00% 96.00% 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 68,115,094 64,227,083 64,731,291 504,207 

保険料軽減見込額（介護分） ③ 12,540,185 12,541,000 12,180,991 ▲360,009 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） 52,897,986 49,117,000 49,961,048 844,048 

2,725人 2,888人 163人

18,025円 17,300円 ▲725円 

18,776円 18,020円 ▲756円 

51,163,542円 52,042,759円 879,217円 

備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

一般被保険者見込数 

１人あたり保険料（収納率勘案前）

１人あたり保険料（収納率勘案後）

介護分必要保険料額（収納率勘案後）

科　　　　目

 

 

 

 


